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本年5月1日、私たちは、中川英之福井県原子力安全専門委員会委員長の議事進行に対する疑問を理由に解任の要請をいたしました。しかし、現在もなお中川氏は委員長のままであり、申入れ後の5月7日に開かれた第80回同委員会においても、安全のための議論が目的であるにもかかわらず、再稼働を進めるための議事進行を行っているとしか言えないような疑問点が多々見受けられました。同委員会の翌日5月8日の県民福井によれば、中川委員長は「（残る審査の）工事計画や保安規定の認可をもって、内容が具体化する。具体化されなければ、設置変更の許可も無意味になる」「専門委は再稼働が目的（の組織）ではない。工学的な安全性が確保されているかどうかが基本」と述べたとのことです。
貴職に対し、以下に列挙する中川委員長の問題点と上記発言を比較し、改めて中川氏の委員長としての不適格性をご認識頂くこと及び、原子力規制委員会に対し、高浜原発３，４号機の適合性審査をやり直すことを要請いたします。

■福井県原子力安全専門委員会開催要領より
（目的）
第1条　県内の原子力発電所に関する原子力安全行政について、福井県から報告を受け、
独立的、専門的な立場から、技術的な評価・検討を行い助言するため、福井県原子力安
全専門委員会（以下「委員会」という。）を開催する。

■中川委員長の福井県原子力安全専門委員会委員長としての疑問点（第80回委員会から）
1． 委員長として、委員の疑問・指摘を安全に利する方向で受け止めず、規制庁等へ指示するなどの議事進行が見られない。
・田島・釜江両委員から基準地震動に対して疑問が出されているが、中川委員長は「現在考えられている地盤では、岩手・宮城内陸で生じたような地震は起こらない」と断言している。東海地震説を発表した石橋克彦神戸大学名誉教授は、東海の次に地震の危険性があるのは若狭だと警鐘を鳴らしているが、直下型の地震が高浜で起きれば地震動が大きくなるのは明らかである。そういった問題意識が中川委員長にはない。上記のように断言するのであれば、若狭における直下型地震の発生の可能性と、高浜原発のクリフエッジ（炉心溶融にいたるぎりぎりの地震動）である973.5ガルを超えない根拠を示すべきである。また、直下型地震では短周期地震動が多いとも言われるが、剛構造の原子力発電所は短周期地震動に弱いとされる点の安全性をどう考えるのか追求すべきである。　※高浜原発の基準地震動は550から700ガルに引き上げられた
・近藤委員が、シルトフェンスに対し「トリチウムやC-14が出てくることもあるが、そのあたりのことが全く考慮されていないのは、どのような考えでやられているのか。セシウムだけカットだけできればよいというものではないと思うが」と関西電力に質問したにもかかわらず、中川委員長が「海中に流れ出た場合、アルカリ金属、例えば、ナトリウム等は水と反応してほとんどが水に溶けてしまうため、シルトフェンスを張ってもほとんど効果がない」「トリチウムに関しては、対応はできないということだと思う」と回答している。関西電力が回答し、委員長はその問題点を追求する立場ではないのか？
2． 科学者として、委員の疑問・指摘が解決されていないにも関わらず、安全性を追求しようとする姿勢が見られず、科学的議論をするのに不適格である。
・釜江委員より免震棟に対し「構造物は大丈夫でも中の機器はどういう影響を受けるのか、そういうことも考えた上で設計されると思うが」と質問がなされたが、地震動と機器について、例えば多重故障を考慮することなどの質問をせず、地震観測の体制についてしか質問していない。中川委員長は2014年6月発行の「エナジー・フォー・ザ・フューチャー（Energy for the Future）」誌上にて、「工学的安全性とは、正常な状態からずれたものを正常に戻す力です。つまり、機器の健全性の問題と、それを扱う人の意識、教育・訓練の問題を両方とも克服することで工学的安全性が確保できる」と発言している。
・中川委員長の「リスク許容限度の問題と、リスク発生の問題を、これは科学的にきちんとした議論がなされているものだと思っているが」という発言の後、三島委員が「（テロ対策に関し）確率の数値だけで議論するのはあまり意味がないというか、要するに、どれほど確率が低くても、被害が甚大であればやはり受け入れられない」と発言しているにもかかわらず、その後の規制庁と同委員のやりとりに何ら介入しようとしない。

要請事項

1． 中川英之福井県原子力安全専門委員会委員長を解任すること
2． 本年 4 月 14 日の福井地方裁判所の高浜原発３、４号機運転差し止め仮処分決定を踏まえ、原子力規制委員会に対し、同原発の新規制基準への適合性審査をやり直すよう求めること
3． 今年5月18日、福島県「県民健康調査」検討委員会は、福島の子どもたちの小児甲状腺がんが、事故前と比べて「数十倍のオーダーで多い」と発表している。今までは、「多発」「福島原発事故との因果関係」を否定してきた見解がゆらぎはじめているといえ、原発事故と健康被害、避難について見直す必要に迫られている。この点を踏まえ、福井県として安全対策と避難に関して根本的に見直すこと
4． [bookmark: _GoBack]福井大学・山本教授の津波調査結果も委員会審議に反映させること
